
デジタル人材の育成・確保

＜取組結果＞
●動画研修、
ワークショップ研修等の実施

●デジタル相談員の設置・運営

デジタル技術を活用した業務の質の向上

＜取組結果＞
●業務を効率化・省力化するデジタルツールの
有効活用を実施

●テレワーク、WEB会議に関する環境整備
●ホームページ掲載データの原則オープン
データ化の実施

最適な情報システムの実現

＜取組結果＞
●情報システム診断の実施
●端末のインターネット接続環境整備
（β’）等の職場環境整備

●職員研修等の実施

北海道庁デジタル化取組方針（第4期）【概要】

Ⅰ 方針の趣旨

職員のデジタル活用能力を育成するとともに新たなデジ
タル技術の効果的な展開を図り、最適なワークスタイルのあ
り方の実現に向け、その施策の方向性を示すものとして策
定する。

Ⅱ 方針の位置付け

「行財政運営の基本方針」の「行政運営」及び 「北海道職員人
材マネジメントビジョン」の「デジタル人材の育成」の具体的な
取組の方向性を示す方針。

Ⅲ 取組期間

●取組期間：令和８年度～１２年度（５年間）

Ⅵ これまでの取組の課題整理

社会情勢と情報化の動向及びこれまでの取組を踏まえて課題を整理

Ⅳ 推進方法

全庁横断的に取組項目毎に成果指標を設定して進捗を管理。

３ セキュリティの脅威拡大

●サイバー攻撃の高度化・巧妙化
●次世代のセキュリティ対策が不可欠

２ ライフスタイルの変化

●少子高齢化や人口減少、
価値観の多様化

●デジタルによる多様な働き方の
後押しが必要

１ デジタル技術の進展

●インターネットサービスの多様化や
クラウドシフトの進展

●デジタル技術の進展の加速
●デジタル技術の活用が不可欠

Ⅴ 社会情勢と情報化の動向

継続して対応が必要な課題社会情勢等を踏まえた新たな課題

■ 【課題】基幹システムの利用者満足度一層の向上が必要

○ 様々な主体が連携した

協働の促進

○ 多様な働き方への対応

■ ライフスタイルの変化

職員不足と働き方に対する
多種多様なニーズ

○ 利便性と

セキュリティの両立

■ セキュリティの脅威拡大

サイバー攻撃の

高度化・巧妙化

■ デジタル技術の進展

クラウドサービスの多様化や生成AIなど

デジタル技術の急速な進展

○ 省力化・効率化の推進

○ サービスの向上

デジタル技術の利用範囲の拡大 デジタル人材の需要拡大

○ デジタル人材の育成

○ デジタル人材の活用

○ システムの操作性の統一

○ 性能・安定性の向上

○ 陳腐化への対応

○ 庁内横断的な視点で

一貫性のあるシステム整備

○ レベル別スキル

セットの整理

○ 階層別マインド

セットの整理

○ 各レベル人材の

役割の明確化
○ 育成（数の増加）

■ 【課題】 職場でのデジタル活用の一層の拡大が必要

○ 内部人材の育成 ○ 外部人材の登用

○ スキル研鑽のための研修機会の確保

○ 能力発揮機会の確保

○ システム間のデータ連携

○ 各システムの保有データの

最適化

○ 効率的なデータ連携方式の

整備・検討

○ 活用（質の向上）



システム診断におけるシステム全体最適の視点を強化し、職員それぞれが主体となって公用スマホやデジタル

ツールの活用、効率的なデータ連携による利便性の向上を図っていくとともに、道全体で庁内システムの効率的

な整備を進める。

＜取組項目＞
(1）情報システム相談・情報システム

診断・予算一元化
●情報システムのライフサイクルにわ
たり、業務所管課のデジタル化推
進を支援

（2）大規模システムの再構築、利便性
向上の支援

●操作性の向上や利便性を高めるた
めに更改を見据えた見直しを支援

(3)スマートワークへの変革
●業務の効率化・省力化が見込める
技術の導入を検討・推進し、当該
ツールを用いた業務改善を推進

(４)オープンデータの推進
●機械判読性の高い形式でよりデー
タ利活用を促進するなど、オープン
データの取組を推進

＜取組項目＞
（１）多様な主体が協働できる

プロジェクト型の作業環境の検討
●業務で利用するサービスを連携
し、多様な主体と協働できるプロ
ジェクト型の業務環境を検討

（２）多様で柔軟な働き方の推進と
機動力の向上

●公用スマートフォン等のフル活用
により職員個々のワークライフバ
ランスの実現を図る

（３）安全安心に利用できるセキュリ
ティ対策

●高度化するサイバー攻撃の脅威
から行政の情報資産を確実に保
護するため、より強靭なセキュリ
ティモデルへの更新を検討

＜取組項目＞
（１）デジタルマインドの向上
●デジタル活用においてそれぞれの職員
が果たすべき役割を明確化するととも
に、各所属の取組の活性化に資する取
組を推進

（２）デジタルスキルの向上
●デジタル技術の研修機会の充実や各所
属の取組の活性化に資する取組を推進

（３）内部人材の活用
●内部のデジタル人材が活躍ができる環
境づくりを推進

（４）外部人材の活用
●外部人材の登用等も含めデジタル人材
を確保するとともに、デジタル人材が活
躍できる環境づくりを推進

＜ 成果指標（KPI） ＞

◆デジタル活用が必要と考える職員の割合
１００%（R12）

◆デジタル人材の認定数（R１２年度末）
レベル1 2,400名
レベル２ ３７５名

◆デジタルタスクユニットによる
課題対応件数
２０件以上（R12)

◆外部人材等の活用件数
年間 200件以上

Ⅷ 取組事項

1 全体最適な行政の
AI-DXの推進

2 プロジェクト型ワークスタ
イルの推進

3 デジタル人材の育成
４ デジタル人材の活用

◆デジタルで拓く、私たちの力と北海道の未来
職員が能力を最大限に発揮できる環境を整え、業務の省力化・効率化を図るとともに、デジタル人材の育成・
活用を加速させ、行政のデジタル化を推進することで、きめ細やかで質の高い行政サービスを実現する。

めざす姿

Ⅶ めざす姿と取組方針

取組方針

１ 全体最適な行政のAI-DXの推進 ― 庁内連携とデジタル活用による持続可能な行政運営の実現 ―

2 プロジェクト型ワークスタイルの推進 ― 多様な主体が協働する柔軟で創造的な働き方へ ―

3 デジタル人材の育成 ― すべての職員がデジタルを使いこなす力の醸成 ―

急速に進む人口減少の中でも様々な行政課題の迅速な解決や新たな価値創出を図っていくために、多様な主体

がネットワークを通じて協働できるプロジェクト型のワークスタイルを推進する。

全ての職員がデジタル力（デジタルを活用できる力）を身につけられるよう、「デジタルマインド」や「スキル」、「基

本的なツールのノウハウ」など、デジタル技術の活用に必要な研修機会を確保・提供し、職員の育成を進める。

４ デジタル人材の活用 ― 専門性を活かし、組織横断で挑むデジタル推進体制 ―

外部人材の登用等も含めた「人材バンク」を活用し、 「デジタルタスクユニット」としてデジタル人材が組織横断的

に活動できる機会や環境づくりを進める。

＜ 成果指標（KPI） ＞

◆総合行政プラットフォームが
利用可能な端末（１パソ）の割合
100％（R１2)

◆総合行政プラットフォームに保存
された推奨ファイル形式の割合
100%（R１2)

◆場所にとらわれない働き方
の実践率
84％以上（R１2)

◆公用スマートフォン利用者満足度
84％以上（R１2)

◆情報漏洩や業務停止につながる
サイバー攻撃による被害件数
0件（R１2)

◆ヒューマンエラーによる機密情報
や大規模個人情報の漏えい件数
0件（R１2)

＜ 成果指標（KPI） ＞

◆「システム調達ガイドライン」を
遵守した調達の割合
100％（R12)

◆道庁システム全体の利用者満足度
84％以上（R12)

◆レガシーシステムの見直し数
１１システム（R12年度までに)

◆基幹系システムの利用満足度
８4％以上（R12)

◆生成AIの利用で業務の効率化を
実感している職員の割合
84％以上（R12)

◆行政手続きのオンライン化率
100％（R12)

◆北海道オープンデータ
ポータルサイト掲載データのうち
機械判読が可能な割合
２０％以上（R12)


